
 地方創生における 
     地方中枢拠点都市の役割 

福山市長 羽田 皓 

第31次地方制度調査会 第12回専門小委員会 説明資料  
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資料３ 



１ 地方における人口減少の実態 
    地方の人口減少は深刻さを増す 

（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成25年3月推計） 
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備後圏域の将来推計人口 

・全国        16.2%減 
・広島県   16.4%減     
・岡山県   17.2%減 

30年後には、 
 約20万人、約22%の減 
 （圏域内2～3つの自治体に相当） 
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①人口構造の変化 
・年少人口、生産年齢人口の減と高齢者の増加 

③税収の減少 
・課税対象者の減、地域経済の変化（産業構造の変化等） 

②地域経済の成長力の低下 
・労働力不足（労働供給の低下）によるイノベーション創出の妨げ 

④社会基盤、生活基盤の脆弱化 
・地域の利便性の低下 

多くの住民は普段の生活で人口減少をリアルに感じていない 
＜住民との危機意識の共有が必要＞ 

１-2 人口減少が地方に及ぼす影響 
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１-3 少子化・高齢化の進行による人口構造の変化 

（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成25年3月推計） 
     高齢化率の算出方法 高齢化率（％）＝高齢者人口（65歳以上）÷（総人口－年齢不詳人口）×100 

圏域人口構成と高齢化の推移と将来推計 
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年少人口 
△約4万人 
△約36% 

生産年齢 
人口 

△約17万人 
△約33% 

老年人口 
約3万人増 
約13%増 

この層が大きい 
この層が小さくなる 
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（要因１）備後圏域における社会動態 
1-３ 少子化・高齢化の進行による人口構造の変化 
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（資料）総務省「平成22年国勢調査」 

■圏域全体の転出入数 
（2005年調査時の常住地からの移動状況） 
 
 

圏域内移動 
16,105人 

圏域外への転出 
51,588人 

圏域外転出先 
の内訳 

■圏域外への転出 

備後圏域 

広島市 
7,979  

岡山市・

倉敷市 
6,174  

3大都市 
15,623  

その他 
21,812  

7,979  

2,589  
3,585  

7,813  

2,015  

5,795  

0
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広島市 倉敷市 岡山市 大阪圏 名古屋圏 東京圏 

（人） 

【本圏域の転出の特徴】 
備後圏域外への転出については、3大都市への転出
も多いが、近隣の指定都市への転出も多い。 

2005年（平成17年）から 
2010年（平成22年）かけての5年間の動き 

63,533  

67,693  
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転出超過数 
4,160人  



（要因２）備後圏域における自然動態 

自然動態 （人）

2010年

（平成22年）

2011年

（平成23年）

2012年

（平成24年）

三原市 ▲ 528 ▲ 416 ▲ 464

尾道市 ▲ 869 ▲ 1,039 ▲ 1,025

福山市 390 158 ▲ 359

府中市 ▲ 243 ▲ 305 ▲ 370

世羅町 ▲ 187 ▲ 219 ▲ 196

神石高原町 ▲ 158 ▲ 171 ▲ 154

笠岡市 ▲ 397 ▲ 406 ▲ 482

井原市 ▲ 347 ▲ 399 ▲ 397

備後圏域 ▲ 2,339 ▲ 2,797 ▲ 3,447

▲ 3,452
▲ 3,636

▲ 5,021
▲ 6,000

▲ 5,000

▲ 4,000

▲ 3,000

▲ 2,000

▲ 1,000

0

2010年

（平成22年）

2011年

（平成23年）

2012年

（平成24年）

社会動態

自然動態

人口増減

（人）

社会動態 （人）

2010年

（平成22年）

2011年

（平成23年）

2012年

（平成24年）

三原市 ▲ 414 ▲ 419 ▲ 647

尾道市 ▲ 270 ▲ 151 ▲ 440

福山市 178 607 333

府中市 ▲ 181 ▲ 330 ▲ 292

世羅町 ▲ 45 ▲ 16 ▲ 60

神石高原町 ▲ 49 ▲ 59 ▲ 59

笠岡市 ▲ 225 ▲ 300 ▲ 294

井原市 ▲ 107 ▲ 171 ▲ 115

備後圏域 ▲ 1,113 ▲ 839 ▲ 1,574

圏域の核である福山市も2012年に自然減となる 

1-３  少子化・高齢化の進行による人口構造の変化 
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２ 市の税収の減と社会保障関係費の増大 
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福山市の税収と社会保障関係費の推移・推計 
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715億円 

400億円 

567億円 

811億円 

社会保障関係費 

市税 

（億円） 

（年） 

最大の課題 
 96億円の減収と167億円の増加、 
 このギャップをいかに埋めるか？ 



３ 地方中枢拠点都市圏構想にチャレンジ 
   備後圏域の概要とその歴史 

江戸時代以前  備後国  

江戸時代    福山藩 

 
明治４年 福山県 
     深津県 
     （県庁所在地：福山市）  
明治５年 小田県 
     （県庁所在地：笠岡市） 
明治８年 岡山県  
      ↓備後６郡が広島県に移管 
明治９年 広島県（現在の福山市、尾道市の一部、府中市、神石高原町） 

岡山県 広島県 

世羅町 

神石高原町 
   

府中市 

三原市 
 

尾道市 福山市 
 

井原市 

笠岡市 

備後国として一体だったが、明治４年の廃藩置県
で分断される（太実線より左は広島県） 

現在の県境 

廃藩置県時 
の県境 

■人口  87.6万人   ■面積   2,509 km2 

■地域特性 県境を越えて都市圏を形成、また東西ともに別の圏域と重なっている 
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1964年   9月 備後地区工業整備特別地域に指定 
 
1993年   4月 福山地方拠点都市地域に指定 
1994年   4月 福山・府中広域行政事務組合（～2008年） 
 
2011年 12月 備後圏域連携協議会の設立 
2012年     7月 防災協定の締結 
              11月 こども発達支援センターの共同運営を開始 
 
2013年       共同事務の検討 
 
2014年      4月   新たな広域連携の構想の提示（総務省） 
                 5月   モデル構築事業への応募 
                 6月   モデル団体として採択 
 
2015年    3月   連携協約締結（予定） 
       4月   連携事業スタート（予定）     

備後圏域における 
 現在までの広域連携の経緯 

人口減少社会の到来
を見据え、広域的な
課題の解決に着手 

方向性が一致 
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今、まさに地方の時代 
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背景： 今後、「発展する地域」と「衰退する地域」がより鮮明になる 

地域再生に向けた 

決意と覚悟 

広域連携によるフル
セット行政からの脱却 

多様な主体との連携に
よるまちづくりの実践 

備後圏域における
新たな形の 

広域連携の推進 
＜戦略と知恵＞ 



福山市（地方中枢拠点都市）の責任と役割 

項目 比率 中核市での順位 
（2012年3月末） 

合計特殊出生率 1.73 *4位 
年少人口比率 14.4％ 10位 
生産年齢人口比率 62.2% 30位 

老年人口比率 23.4% 19位 

※合計特出生率は国の目標値
（1.80）に近い。 
 長年にわたって高い数値を 
 維持している。 
  *比率順位は2012年中 
※同規模の都市との比較 
  年少人口は上位（多い） 
  生産年齢人口は下位（少ない） 
  老年人口は中程度（若干多い） 

■福山市の人口比率等の現状 

課題 合計特殊出生率が高く、年少人口が多いのに、    
   なぜ「生産年齢人口」が少なくなるのか？ 

「攻め」と「調整」の機能を担う 
• 圏域内の各地域のポテンシャルの洗い出しと結び付け 
• 圏域の人口流出に歯止めをかける（人口のダム機能） 
• 政策形成能力の向上（自治体職員の資質向上） 
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４ 逆境を乗り越える２つの視点  

① 合計特殊出生率の高い・
年少人口比率が高い 
 
 

② 生産年齢人口比率が低い 
 
 
 

③ 生産年齢人口より老年人
口比率が高い 

退職後、故郷に再び戻ってきている
（また帰りたいと思える土地柄） 

子どもを産み育てやすい環境 
（保育行政の充実など） 

進学や就職で転出、働き盛り世代が
定着していない（高等教育機能の充
実、働く場の確保が必要など） 

 ～福山市の現状分析から見えるもの～ 

課題 福山市（備後圏域）においては、「子育て支援環境」が充実していても、  
   人口流出に歯止めはかかっていない。 
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視点1  経済成長へのチャレンジ 
        圏域内の経済循環の仕組みづくり（産業育成・雇用創出・消費喚起） 
 
視点２   心豊かな暮らしの実現 
            住み続けたい、住んでみたいと思える圏域づくり 

 豊かさが実感でき、 
  いつまでも住み続けたい備後圏域 
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将来像 

画一された施策ではなく、備後圏域の特性に応じた対策が必要  
「高等教育機能」「働く場」「暮らし心地」  
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①成功事例の積み重ね 
•最初の１～２年以内に、ニーズが高い分野（産業振興、医療連携など）において、
１つでも目に見える形での成果が必要 

    
②各地域の独自性を生かす 

•ものづくり、観光、農業、漁業など各市町の得意分野を生かす中で、ウィン・   
 ウィンの関係をつくる 

 
③多様な主体との連携（役割分担） 
 ・産学金官で連携できる仕組みづくり 

■地方中枢拠点都市圏構想に係る地域住民・事業者の期待は高い（アンケート結果） 
・住民は、 
   医療（救急医療、高度医療など）の充実、 
   福祉（高齢者、障がい者など）の充実 などの面での期待が高い  
・事業者は、 
   人材確保・育成への支援、新事業創出・新規創業支援など 
                         の面で重要性を感じている 

 ５ 地方中枢拠点都市構想を進める上での課題（鍵） 
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外国人観光客の誘致活動 

農林水産品を用いたブランド化への取組 

特許活用・取得の支援 

6次産業化等への取組 

産業観光や環境観光の振興 

産業支援コーディネーターによる支援活動 

圏域全体の観光資源を対象とした宣伝活動 

商品開発への融資支援 

商品化に向けた技術開発の支援 

販路開拓の支援 

異分野・異業種との交流活動 

新事業創出・新規創業支援 

各種人材育成の支援 

人材確保に向けた取組支援 

（単位：％ﾎﾟｲﾝﾄ） 

ｎ＝542 

■経済成長のけん引に係る行政施策の重要性ＤＩ 
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■今後、5～10年間で成長が期待される分野 

【参考】備後圏域 事業者のアンケート結果 

経済成長のけん引に係る行政施策の重要性 

27.7 
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介護 

エネルギー・環境 

医療 

観光 

農林水産業 

食 

ロボット 

情報・ＩＣＴ 

航空・宇宙 

自動車 

化学・薬品 

その他 

第１位 第２位 第３位 

（単位：％） 

第１位 ｎ＝484 
第２位 ｎ＝456 
第３位 ｎ＝433 
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重要視している施策、必要となる広域的な行政など 
■事業者アンケート 
 企業が重要視している施策 
 ・救急医療等の高度な医療サービスの提供 
 ・市町をまたぐ広域的な公共交通サービスの提供 
 ・市街地中心部等の遊休地の有効活用 

■住民アンケート 
   必要となる広域的な行政 
   医療（救急医療、高度医療など）の充実 
   福祉（高齢者、障がい者福祉など）の充実 
   観光の振興 
   企業誘致の推進 
   出産・子育て支援の充実 
   バス・鉄道などの公共交通の利便性    

39.6  

41.5  

49.7  

52.0  

52.9  

57.5  

59.0  

61.8  

69.7  

0 20 40 60 80

直売所の設置,地域産品の広

域流通等の取組 

共同研究,委託研究等による

大学との連携 

高等教育機関や各種研究機

関等との連携・環境整備 

利便性の良い物流・産業団地

の整備 

情報化社会に対応したＩＣＴイ

ンフラの整備・提供 

幹線道路等の整備・代替路線

の選択可能性 

市街地中心部等の遊休地の

有効活用 

市町をまたぐ広域的な公共

サービスの提供 

救急医療等の高度な医療

サービスの提供 

（単位：％ﾎﾟｲﾝﾄ） 

ｎ＝545 

60.6  

39.4  

36.3  

34.2  

32.0  

28.6  

25.8  

24.7  

22.7  

22.2  

21.9  

18.5  

16.0  

15.7  

14.4  

10.1  

9.8  

9.3  

5.8  

3.9  

2.7  

1.2  

0 20 40 60 80

医療（救急医療，高度医療など）の充実 

福祉（高齢者・障がい者福祉など）の充実 

観光の振興 

企業誘致の推進 

出産・子育て支援の充実 

バス・鉄道などの公共交通の利便性向上 

学校教育（小・中・高等学校など）の充実 

環境保全（海・河川・森林など）の推進 

中小・ベンチャー企業の支援 

国道・県道などの整備，利用促進 

消防・救急・防災体制の充実 

文化・スポーツの振興 

廃棄物処理（ごみ処理，リサイクルなど）の推進 

公共施設の共同利用 

企業間連携の促進，産業集積の形成・強化 

産学官連携，大学・研究機関の連携の促進 

女性の社会進出の促進 

住民自治（コミュニティ運営）の支援 

高速道路などの整備，利用促進 

空港の利用促進 

港湾の整備，利用促進 

その他 
ｎ＝1,679 

（単位：％） 

【参考】備後圏域 事業者アンケート・住民アンケート結果 



備後圏域連携協議会 

びんご圏域活性化戦略会議 
意見交換・円滑
な連携 

ＰＬＡＮ 
「びんご圏域 
 ビジョン」 
の策定・更新 

産学官連携 大学連携 各市町の 
産学官連携など 

支援 

産 
学 

金 
官 

民 参加・支援 

ＤＯ 備後圏域経済成長けん引プロジェクトの実施
（リーディングプロジェクト） 

ＣＨＥＣＫ 
事業の 

実施状況確認 

ＡＣＴＩＯＮ 実施事業の検証・改善 

商工会、 
業界団体など 

大学、 
研究機関など 

金融機関など 
市町、県・国など 

民間企業、 
ＮＰＯなど 
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６ 備後圏域における広域連携推進体制 



（８）医療・福祉サービスの充実 
 地域医療を担う医師の育成や派遣、地域包括ケアシステムの構築、 
 こどもの発達支援の充実など 

（９）広域化による住民サービスの向上 
     防災協定に基づく連携強化など 
（10）地域活性化の促進 

 「道の駅」を活用した地域活性化、圏域内での地産地消の推進など 
（11）定住促進 

 備後圏域定住促進事業（定住フェアの開催、空き家バンクの開設など） 

圏域全体の経済成長のけん引 
（１）圏域全体の産業振興の仕組みづくり 
     備後圏域産業連関表の作成、(仮称）ものづくり大学の推進など 
（２）中小企業事業者への支援 
  （起業支援、企業・大学間のコーディネート力の強化など） 
     中小企業事業者等のイノベーション推進、 
     女性の創業応援プロジェクトなど 
（３）第一次産業の活性化 
     ６次産業化の推進、第一次産業振興のための環境整備など 
（４）戦略的な観光振興 
     戦略的な観光振興（新たな環境観光・産業観光の創出、教育旅行誘致など） 
 

①圏域内での産業振興 
②圏域内での新たな雇用の創出 
③圏域内での消費拡大 
④女性の活躍 

高次の都市機能の集積 ①圏域全体の発展を支える基盤の整備 
②次代を担う人材の育成 
③圏域シンクタンク機能の充実 （５）高度医療の充実・強化 

 三次救急・高度医療の提供、医療にかかる人材育成・確保など 
（６）広域的な都市基盤の整備 

 広域公共交通網の構築、福山市営競馬場の跡地利活用 
（７）高等教育機能の充実・強化 

 次世代の人材育成に向けた高等教育の充実、 
 圏域の大学等によるシンクタンクの創設など 

 
 圏域全体の生活関連機能サービスの向上 ①圏域住民の生活環境向上 

②圏域マネジメント の強化 

７ 地方中枢拠点都市圏構想 備後圏域の施策体系 
視
点 
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視
点 

視
点 



 
備後圏域は災害が少ない地域であり、国の重要港湾「福山港、尾道・糸崎港」があるなど物流拠点と
しての機能も高い、また交通の利便性も良いなど、企業等が活動しやすい立地環境といったポテン
シャルを生かし、企業や国の機関の地方移転促進に取り組む。 
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びんご圏域ビジョン・アクションプラン（抜粋） 

企業等の地方移転の促進 

備後圏域の重点政策（抜粋） 

圏域全体の産業振
興の仕組みづくり 

•備後圏域の産業連関表の作成 
•技術者養成等を担う産業支援の拠 
 点機能整備に向けた基礎調査 
•びんご産業支援コーディネーター  
 の養成・活動支援（企業・大学間   
 のコーディネート力の強化） 
•ビジネス交流フェアの実施 など 

•目利き人材を活用した６次産業化の  
 推進（瀬戸内の小魚のブランド化 
 など） 
•学校給食への圏域食材の使用拡大に  
 向けたモデル事業 
•林業・木材産業振興に向けた調査    
 など 

・こども発達支援センターの共同 
   運営 
・子育て応援センターにおける 
   育児相談、ことばの相談室の充実 
・福山市立大学と連携した発達障害 
 を支える人材育成、特別支援教育 
 の充実 など 

広域的な発達支援
の推進 

第一次産業の 
活性化 



提案１ 医療体制の確保に向けた制度の構築 

提案２ 地方における雇用の場の創出（政策・制度の見直し） 

提案３ 地方の拠点都市の性質に応じた制度設計 

８ 地方創生に向けた提案 

住民の生活を支え、地方の魅力を高める 
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実効性のある地方中枢拠点都市圏構想に向けて 

 提案１ 医療体制の確保に向けた制度の構築  
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 ①看護師の確保・再就職支援 
  
 ・地元で養成した看護師の定着率を高 
  めるとともに、円滑な再就職の支援 
  体制を構築する。 

 医療体制の確保 

ナースセンターの設置基準の見直し 
 
 
都道府県が一つに限り指定できる基準
を緩和し、県内に複数施設の指定を可
能とすることで、利用者の利便性を高
め、効果的な支援体制を構築する。 

県境をまたいで生活圏が重なる場合におけ
る医療圏の設定 
 
・医療計画策定の際の都道府県が関係市町  
 と十分協議し、住民ニーズを反映できる 
 仕組みを構築する。 
・基幹病院の利用実態が県境をまたぐ場合 
 は、両県で調整し、県境を越えた医療圏 
 の設定も可能とする。 

実
現
の
た
め
の
具
体
策 

提

案

内

容 

  ②医療計画の特例措置 
   
  ・現在は、県が医療計画の中で医療圏を 
   設定しているが、今後、各医療圏で人 
   口規模の縮小が予測される中、地域の 
   実情に応じ、柔軟な対応を可能とする。 
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実効性のある地方中枢拠点都市圏構想に向けて 

提案２ 地方における雇用の場の創出（政策・制度の見直し）  

雇用の場がある地方で安定した収入を得ることができる暮
らしを実現するためには、政策・制度の見直しが必要 

しかし、雇用側の現場は人材不足に悩んでいる 
特に医療や介護の分野で人材が集まらない 
        理由・・・低所得で重労働 
             就労希望と雇用のミスマッチ 

地方中枢拠点都市レベルの地域には、企業や医療機関・介護施設
など多く立地し、一定の雇用の場はある。 

雇用の場は
ある 

人材不足 

政策・制度の 
改正による解決 

→所得の向上施策 
 
→就労イメージの改善 

例） ・職員処遇の改善につながる介護報酬のあり方 
       ・監査機能の充実 
   ・育児休業・介護休業など活用しやすい支援制 
          度の仕組みづくり 
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実効性のある地方中枢拠点都市圏構想に向けて 

提案３ 地方の拠点都市の性質に応じた制度設計  

地方中枢拠点都市の多様性 
 地方の拠点都市（中核市等）には、その地域の中心市である自治体や、政令指定都市が近くにあ
る、いわゆる衛星市がある。 
 地方の中心市の場合、雇用の創出や高等教育機能の充実などの面で中心的な役割を担うが、衛星
市の場合は政令指定都市と共存している場合が多い。更には、大都市のベットタウンの役割を果た
している都市もあり、地方の中心市に比べ、年少人口や生産年齢人口の比率は高い。 

 
人口規模だけで一律に制度設計するのではなく、地方の多様性・都市の性質を見極
める中で、雇用創出や教育機能、公共交通網の整備などの支援体制を構築する方
が、より効果的な広域連携の推進につながる。 
 

• 行財政改革 
• 広域連携 
• 特に中核市は 
   県の役割も担ってきた 

単独の行政では実施が困
難だったものを連携して
可能に 
例:こども発達支援センター 

その結果 

これまで ～地方は努力をしてきている これから ～地方は努力を継続する 
 ①社会環境の変化に応じて、制度も 
 変化しなければならない 
②地域にあった政策を展開するため 
 には、権限と財源の移譲が必要 
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神石牛（神石高原町） 

しまなみ海道（尾道市） 

全国高校駅伝 
 世羅高校 
（世羅町） 

鞆の町並み（福山市） 

ジーンズ（井原市） 

笠岡諸島（笠岡市） 

府中家具（府中市） 

備後の地域資源を 
  生かした圏域づくり 

たこ（三原市） 


	　地方創生における�　　　　　地方中枢拠点都市の役割
	１　地方における人口減少の実態�　　　　地方の人口減少は深刻さを増す
	スライド番号 3
	１-3　少子化・高齢化の進行による人口構造の変化
	（要因１）備後圏域における社会動態
	（要因２）備後圏域における自然動態
	２　市の税収の減と社会保障関係費の増大
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	福山市（地方中枢拠点都市）の責任と役割
	４　逆境を乗り越える２つの視点　
	スライド番号 13
	　５　地方中枢拠点都市構想を進める上での課題（鍵）
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	８　地方創生に向けた提案
	実効性のある地方中枢拠点都市圏構想に向けて
	実効性のある地方中枢拠点都市圏構想に向けて
	実効性のある地方中枢拠点都市圏構想に向けて
	スライド番号 24

